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監 査公 表

静岡市監査公表第６号 

地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第242条第１項の規定により令和４

年２月24日に請求人から提出のあった静岡市職員措置請求について、監査した結果を同条第５

項の規定により次のとおり公表する。 

令和４年４月20日 

静岡市監査委員  遠 藤 正 方 

同     白 鳥 三和子 

同     大 村 一 雄 

同     佐 藤 成 子 

記 

第１ 監査の結果 

  本件請求については、合議により次のように決定した。 

  本件請求に係る個包装３層不織布マスク400箱１箱50枚入り286,000円、ラベルシートＡ４、

８面４箱39,176円、個包装３層不織布マスク220箱１箱50枚入り163,350円の合計488,526円を

市の被った損害としてその補塡のために必要な措置を求める請求を棄却する。 
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第２ 請求の内容 

１ 請求人の住所及び氏名 

（１）住所  静岡市葵区 

（２）氏名  Ａ 

２ 請求書が提出された日 

   令和４年２月24日 

３ 本件請求の要旨 

静岡市職員措置請求書及び請求人陳述の内容等を整理すると、請求は、大要、次のとお

りである。 

 （１）静岡市危機管理総室は、2022年１月27日と28日に、市内の高校に通う全ての生徒に啓

発マスクを配布したが、そのパッケージには、田辺信宏市長の名前と似顔絵が描かれて

いた。 

 （２）２月２日付けの静岡新聞の報道によると、「インターネット上に『市長の知名度アップ

に利用している』という趣旨の書き込みがあるのを職員が見つけ、他都市で同様の事例

が問題視されていることを踏まえ、自主的に回収を決めた」とあった。 

 （３）２月４日付けの朝日新聞の報道によると、「…過去には、栃木県足利市が同様に市長の

イラスト入りメッセージカードを同封したマスクを配り、市議会で公職選挙法違反では

ないかと問題視された事例もあり、市は『誤解を招いてはいけない』と回収を決めた。」

とあった。 

 （４）公職選挙法第199条の２第１項では、「公職の候補者又は公職の候補者となろうとする

者は、当該選挙区にある者に対し、いかなる名義をもってするを問わず、寄付してはな

らない」と定められており、また、1990年８月17日付け自治管第191号各都道府県知事・

各都道府県選挙管理委員委員長あて自治省行政局長の「公職選挙法による寄付規定の周

知徹底等について（通知）」においても、公職の候補者等が金品の贈与を行うことを禁止

することなどが記載されており、市長の名前入りのマスクを寄付することが同項に抵触

する違法行為であることは明らかである。 

（５）個包装３層不織布マスク400箱１箱50枚入り286,000円、ラベルシートＡ４、８面４箱

39,176円、個包装３層不織布マスク220箱１箱50枚入りが163,350円の合計488,526円が、

公職選挙法に違反する違法行為に基づく支出であり、市の損害である。 

 （６）よって、市長及び危機管理室長には損賠責任があるため、市の蒙った損害の補填のた
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めの必要な措置を講ずるよう求めるものである。 

第３ 監査の結果を決定した理由 

 １ 監査対象事項の決定 

   住民監査請求は、住民からの請求に基づいて、地方公共団体の執行機関又は職員の行う

違法・不当な公金の支出等や怠る事実の発生を防止等し、又はこれらによって生ずる損害

の補塡を求めることなどを通じて、地方公共団体の財務の適正を確保し、住民全体の利益

を保護することを目的とする制度であることから、地方公共団体の執行機関又は職員のあ

らゆる行為を対象とするものではなく、その対象は、法第242条第１項に規定する違法若し

くは不当な「公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若し

くは債務その他の義務の負担」又は違法若しくは不当に「公金の賦課若しくは徴収若しく

は財産の管理を怠る事実」に限定されている。 

   これらの点を踏まえて本件請求の内容を見ると、請求人は、令和３年度に本件のマスク

配付に関する費用を支払ったとする事実が、違法な「公金の支出」に該当すると主張して

いるものと解されることから、住民監査請求の対象となる。 

 ２ 監査の経過 

 （１）令和４年３月24日、監査委員は、危機管理総室に対して、配布したマスクについての

資料請求を行った。これを受けて、令和４年３月25日、危機管理総室は、その資料を提

出した。 

（２）令和４年３月28日、監査委員は、法第242条第７項の規定により請求人の陳述の機会を

設けた。なお、この陳述には、同条第８項の規定により、立会人として関係職員である

危機管理総室長及び参与兼危機管理総室次長が出席した。 

（３）同日、監査委員は、法第199条第８項及び「住民監査請求に係る証拠の提出及び陳述の

取扱基準」第６条の規定により危機管理総室長及び参与兼危機管理総室次長を関係職員

として陳述の聴取を行った。なお、この陳述の聴取には、法第242条第８項の規定により、

立会人として請求人が出席した。 

（４）令和４年３月28日、監査委員は、危機管理総室に対して陳述の内容に関する資料請求

を行った。これを受けて、令和４年３月29日、危機管理総室は、公職選挙法の解説に関

する資料を提出した。 

（５）令和４年３月30日、請求人は準備書面（１）（危機管理総室次長Ｂの2022年３月28日付
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陳述書に対する認否反論）を提出した。この中で請求人は、本件請求において違法行為

と指摘したかった根拠条文を公職選挙法（昭和25年法律第100号）第199条の２第１項か

ら同条第２項及び同法第199条の３に改めることのほか、似顔絵・スローガン入りマスク

の贈与は市長個人を売り込むための要素が極めて強いこと、関係職員が陳述の場で示し

た解説書の解説者の立場においても同条の立法趣旨に鑑みてマスクの配布を不当として

いるものと解されることなどを述べている。 

（６）令和４年４月１日、請求人は準備書面（２）を提出した。この中で請求人は、「市内の

政治状況・選挙事情に詳しい人物」から聞いた話として、前回の選挙での市長と他候補

者との得票差は次回選挙の候補者次第では逆転可能であること、市長の氏名の表示・似

顔絵・スローガン入りのマスクはコロナ対策ではなく高校生の浮動票欲しさに配布した

ものであること、危機管理総室単独の発想ではなく市長も容認した上で配布したもので

あることなどを述べている。 

 （７）令和４年４月８日、危機管理総室は、陳述内容の補足として、回収したマスクの再活

用方法の報告に関する書面を提出した。 

３ 監査委員の判断 

   本件請求について、次のとおり判断する。 

（１）関係職員の陳述について 

    本件請求について、関係職員は、陳述においておおむね次のように説明している。 

    ① 本件請求の対象となっている物品購入業務（以下「本件業務」という。）は、新型

コロナウイルスの変異株の感染拡大が進み、とりわけ、学校や部活動での顕著な感

染拡大の傾向が認められることに鑑み、小・中学生に比べても活動半径の大きい高

校生の認識を更に高めるための啓発活動として感染予防を呼びかけるチラシをメイ

ンとして不織布マスクを添えて高校生に配布するためのものであり、新型コロナウ

イルス感染症集中対策事業として実施した。 

    ② この啓発において高校生に伝えたかった事柄はチラシに記載したが、チラシのみ

の配布では、読み手に与えるインパクトが少なく、啓発内容に強い印象をもたせる

ことが難しいと考え、使い捨ての不織布マスクを併せて配布することとした。 

    ③ ノベルティとしての不織布マスクの配布に当たり、なるべく分かりやすく、かつ、

対象となる世代に親しみやすくチラシの趣旨が伝わるようにイラストとメッセージ
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入りのラベルシールを袋に貼り付けることとした。 

    ④ チラシ及びマスクの配布は、令和４年１月27日以降、順次実施されていたが、配

布に関して報じるインターネットのニュースサイトに、市長の氏名及び似顔絵のイ

ラストを付したマスクの配布と来年の市長選挙を結びつける内容のコメントが投稿

されていることを職員が把握した。これを受けた職員が他都市の事例等を調査した

ところ、類似事例で問題視されているケースが見られ、この啓発に政治的な意図が

含まれるかのような誤解を招くことを防ぐ観点から配布したマスクを自主的に回収

した。 

    ⑤ 本来の事業目的を達成するために、上記④後段でマスクを回収した学校に関して

は、その後、別途チラシとマスクを再配布した。 

    ⑥ 請求人は、本件業務による支出が公職選挙法第199条の２第１項に抵触するもので

あったから支出した公金は市の損害であると主張する。同項は公職の候補者等の寄

附行為を禁止する規定であるため、市が実施した事業を対象とする本件請求は、同

条第２項又は同法第199条の３の規定に違反していることに対するものであると解

されるが、いずれの規定に照らしても、本件業務が直ちに公職選挙法に抵触し、違

法と評価されることはないと考える。 

    ⑦ また、普通地方公共団体は公益上必要がある場合には寄附又は補助をすることが

できる（法第232条の２）とされているが、新型コロナウイルスの変異株の感染拡大

が進む中、緊急的な対応策として実施した本件業務には公益性があり、その目的や

趣旨を逸脱する公金支出はない。 

    ⑧ 自主的に回収したのは、市長の知名度アップを目的に事業をしているとの誤解が

生じることで、本来伝えたかったメッセージが正しく伝わらなくなり、事業全体が

無駄になりかねないという危惧によるもの。振り返ってみると、事業企画段階で誤

解を招きかねない点についての配慮に欠けるところがあったことは否めないと感じ

ているものの、公金支出の観点からみるに、当該事業の実施が違法又は不当である

とまではいえないと考えている。 

（２）本件業務に係る違法性・不当性について 

請求人の提出した請求書及び準備書面（１）並びに陳述の内容のそれぞれの趣旨を総

合的に勘案すると、請求人は、大要、本件業務が公職選挙法第199条の２第２項及び同法

第199条の３の規定に照らして妥当性を欠き、これに伴う公金の支出が違法又は不当であ
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るから、市長や職員に賠償責任があると主張しているものと解される。 

    本件業務が請求人の挙げた公職選挙法の各規定に違反するものであったのかを、以下

に検討する。 

   ア 公職選挙法第199条の２第２項 

     本項の規定は、公職の候補者等以外の者が行う候補者等を名義人とする寄附を特定

の場合を除いて禁止するものである。親族や秘書、後援会長などの「公職の候補者等

以外の者」による脱法的な寄附を禁止する目的で設けられた規定とされており、ここ

にいう「公職の候補者等以外の者」には国や地方公共団体も含まれるものと解されて

いる。 

     この規定と地方公共団体の事業との関係について、解説書には『例えば、「○○○市

長甲山乙夫」と表示して記念品を贈呈することについては、一般的には、これが予算

に基づいてなされるものであり、また、市を代表して行っているものと認められるの

で、公職の候補者等を名義人とする寄附とは認められないものと解されよう。』（黒瀬

敏文・笠置隆範編著「逐条解説 公職選挙法 改訂版（中）」株式会社ぎょうせい（平

成３年）1579頁）と示されており、これを本件業務に当てはめれば、「静岡市長田辺信

宏」という記載のあるラベルを付したマスクを配布したとしても、直ちに同項の規定

に反することにはならない。 

   イ 公職選挙法第199条の３ 

     本条の規定は、脱法的な寄附を防ぐ観点から、公職の候補者等が役職員又は構成員

である会社その他の法人又は団体による寄附を特定の場合を除いて禁ずるものであ

る。 

     なお、前掲書には『「会社その他の法人又は団体」には、地方公共団体は含まれない

ものと解する。・・・地方公共団体は、「その公益上必要がある場合においては、寄附

又は補助をすることができる」（地自法232の２）こととなっており、また、地域住民

の福祉の増進を目的として行われる地方公共団体の経費の支出については、それが憲

法及びそれに基づく法律の規定に従った手続により行われるものである以上、そもそ

も本条で法人又は団体の行為として違法の判断の対象とするのは適当ではなく、・・・

地方自治法上の問題として判断すべき性格のもの』（前掲書1583頁）であることが示さ

れており、これに従えば、本件業務が本条に照らして違法となる余地はない。 

    以上のことから、本件業務は、請求人の挙げたいずれの規定にも違反するものではな



号  外          静 岡 市 報        令和４年４月20日

7 

い。 

もっとも、前掲書では、アにある引用部分に続けて、『しかしながら、氏名を表示する

ことは、法第199条の３（公職の候補者等の関係会社等の寄附の禁止）の場合と同様、そ

の立法趣旨にかんがみ差し控えるのが適当』（前掲書1579頁）という見解も示されており、

国も『かねて見解が示されているとおり地方公共団体の長の氏名の表示を差し控えるべ

きことはもとより、地方公共団体が行う花輪の供与等について、地方自治法第232条の２

の規定の趣旨にも配意しつつ、特に節度をもって対処』されたい旨の通知を発出してい

る（平成２年８月17日付け自治管第191号各都道府県知事・各都道府県選挙管理委員委員

長宛て自治省行政局長通知）。加えて、請求人の提出した請求書や関係職員の陳述でも触

れているとおり、他団体で問題となった事例もあったことから、これらの状況を把握す

ることで当初の方針決定段階において本件業務に係る支出の一部又は全部を回避するこ

とができたにもかかわらず、そのための措置を講ずることなく漫然と財務会計上の行為

を行っていたとすれば、関係職員らが財務会計法規上の義務に違反していたと評価され

る可能性があることは否めない。 

（３）本件業務に伴う損害の検討 

    上記（２）イの最終段落で述べたように、本件業務に係る支出の一部又は全部を回避

することができたとしたら、回避することのできた支出額を損害額として評価すべきで

あるため、以下に、その観点からの検討を進める。 

    本件業務は、変異株流行を踏まえた新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を目的

として実施したものであり、その目的に照らして法第232条の２に規定する「公益上必要

がある場合」に該当するものであると解される。 

    請求人は、本件業務により、①個包装３層不織布マスク400箱１箱50枚入り286,000円、

②ラベルシート（Ａ４）８面４箱39,176円、③個包装３層不織布マスク220箱１箱50枚入

り163,350円の３点、合計488,526円の損害が生じたと主張する。 

    請求人の主張に沿って、本件業務により生じた損害について、関係職員陳述などの結

果を踏まえて検討する。 

   ア 各支出の状況 

     陳述において、関係職員は、各支出の状況を次のとおり説明した。 

    ① 個包装３層不織布マスク400箱１箱50枚入り286,000円 
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      この支出は、令和４年１月27日以降、市内の全高校生（約19,000人）に配布した

不織布マスクの購入経費である。このマスクは、いったんは市内高校に配布された

ものの、後日、回収されている（回収時点で各校において生徒に配布済であったも

のは回収していないため、回収枚数は11,000枚）。また、回収後は、マスクを公費で

購入する庁内他部署で活用する見通しである。 

    ② ラベルシート（Ａ４）８面４箱39,176円 

      この支出は、配布する不織布マスクを入れた袋に市長のメッセージを貼り付ける

ためのラベルの購入経費である。当初配布したマスクには、ラベルシートに市長の

似顔絵・氏名を印刷したものを貼付していた。 

    ③ 個包装３層不織布マスク220箱１箱50枚入り163,350円 

      回収後に再配布したマスクの購入経費である。 

   イ 各支出に伴う損害 

     上記アの①から③までのマスク及びラベルシートのうち、①のマスク及び②のラベ

ルシートについては、市内高校生に配布されたものと後日回収されたものとに区分し

て検討する。 

    ① 個包装３層不織布マスク400箱１箱50枚入り286,000円 

     １）市内高校生に配布された部分について 

       このマスクのうち、配布後、回収されなかった部分については、メッセージを

添えた啓発活動の結果として、予定どおり本件業務の対象となる市内高校生に配

布されたものであり、当初の事業目的に貢献したものと認められる。市長の似顔

絵・氏名が印刷されていたとしても前述のとおり公職選挙法の規定に違反するも

のではなく、変異株流行を踏まえた新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と

いう事業目的自体には公益性が認められることから、この部分について、本来支

出することができない公金の支出があったとはいえないことから、市に損害が生

じているとはいえない。 

     ２）後日回収された部分について 

       回収後のマスクの取扱いについて、関係職員は、陳述の場で「庁内でマスクを

公費で購入している部署があることから、それらの部署で有効に活用してもらう

ことになって」いるとの認識を示した。また、活用先については、陳述後の令和

４年４月８日に文書で監査委員に通知があり、環境局収集業務課が予定していた

マスクの購入を取りやめ、回収したマスクを使用することが決定したとのことで
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あった。これらのことから、このマスクは、本件事業に伴って使用に耐えない状

態になったり、破棄せざるを得なくなったりしたわけではなく、別の用途とはい

え有効に活用される見通しなのであるから、この部分に関しても市に損害が生じ

ているとはいえない。 

    ② ラベルシート（Ａ４）８面４箱39,176円 

     １）市内高校生に配布された部分について 

       上記①１）と同様の理由により、この部分については、市に損害が生じている

とはいえない。 

     ２）後日回収された部分について 

       回収されたマスクは、上記①２）に述べたとおり、庁内他部署で活用される見

通しであるとされているが、そうすると、このラベルについては啓発対象となる

市民の目に触れる機会がないこととなるから、当初の事業目的に貢献することが

できなくなる。 

       請求人が示した事実証明書によれば、ラベルシート購入経費の内訳は500枚入り

８面のものを４箱購入しているから、総量で16,000枚購入していることになる。

そのうちの回収部分（11,000枚）に相当する額を算出すると、 

39,176円（購入金額） ×
11,000枚（回収枚数） 

＝ 26,933.5円 
16,000枚 （総数量） 

となるから、この部分について、市に本件業務に関連する損害が27,000円程度生

じているものと見込まれる。 

 ③ 個包装３層不織布マスク220箱１箱50枚入り163,350円 

      関係職員の説明によれば、このマスクは、先に配布されたマスクが回収された後、

本来の事業目的を達成するために改めて配布するに当たって用いたもので、前回の

マスクを回収した高校に配布することで、既に配布した高校生との公平性を保つ着

意もあったとのことであった。前述のとおり、変異株流行を踏まえた新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大防止という事業目的自体には公益性が認められ、更には、

再配布の際にマスクに貼付したラベルには市長の似顔絵・氏名が印刷されていない

ものを利用したとのことであるから、この部分については、何ら問題はなく、市に

損害が生じているとはいえない。 

（４）市長及び職員の賠償責任について 
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    次に、（３）で述べた損害について、その賠償責任の所在を検討する。 

    請求人は、当初、請求書で「市長、・・・・危機管理室長は損賠責任があるので、市の

蒙った損害の補填のための必要な措置を講ずる」よう求めていたが、後者の「危機管理

室長」について、このような役職が静岡市の組織に実在しないことから陳述の場で確認

を求めたところ、請求人はこれを「事務方で権限があったり責任があったりする人が責

任をとってくださいよと、そういう趣旨」であると改めている。 

    そこで、損害のうち、市長及び権限や責任を有する職員に対する賠償責任について検

討する。 

   ア 市長 

     普通地方公共団体の長の権限に属する財務会計上の行為を補助職員が専決により処

理した場合の長の賠償責任について、最高裁は「長は、補助職員が財務会計上の違法

行為をすることを阻止すべき指揮監督上の義務に違反し、故意又は過失によりこれを

阻止しなかったときに限り、自らも財務会計上の違法行為を行ったものとして、普通

地方公共団体が被った損害を賠償する義務を負う」（最高裁平成20年（行ヒ）第432号

同22年９月10日第二小法廷判決・民集64巻６号1515頁）と判示している。 

     本件業務をこの枠組みに照らして検討すると、関係職員の説明によれば危機管理統

括監及び危機管理総室長の両名から指示を受けた危機管理総室次長が本件業務を実施

したとのことである。本市のような規模の地方公共団体においては、長名義の書面な

どの全てが長の実質的な判断を経て作成されているとは限らないところ、本件業務に

ついても、静岡市事務専決規則（平成17年静岡市規則第14号）第２条第７号、第５条

及び別表第１（３）「イ 支出に関する事項」の表の規定により危機管理総室次長にそ

の実施に関し専決権があることから、同次長が本件業務を実施したという関係職員の

説明は合理的であり、市長が事前に本件業務を把握していたと認めることはできない。

請求人は、「市内の政治状況・選挙事情に詳しい人」から聞いた話を基に、市長が本件

業務について容認していたと指摘し、本件業務について市長に故意があったと主張す

るものと解されるが、その話には、市長の焦りなど推測といわざるを得ないものも含

まれており、関係職員の説明を覆すような事実を認めることはできない。また、上述

のような状況に鑑みれば、市長が事前に把握することができなかったことやこれによ

って本件業務を阻止することができなかったこと自体は、やむを得なかったと認めら

れる。したがって、市長に故意又は過失があったということはできない。 

     よって、市長に本件業務に関する賠償責任が存するとはいえない。 
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   イ 権限や責任を有する職員 

     本件業務に関連する損害が発生しているものと認められるラベルシートの購入に伴

い、危機管理総室は需用費（消耗品費）の予算39,176円を執行している。アで述べた

とおり、この予算執行に係る専決権は危機管理総室次長にあり、かつ、関係職員陳述

においても本件業務が危機管理統括監及び危機管理総室長の指示を受けた危機管理総

室次長により実施されたことが示されている。そして、支出負担行為などをする権限

を有する職員に対する賠償責任について、法は「故意又は重大な過失により法令の規

定に違反して当該行為をしたこと又は怠つたことにより普通地方公共団体に損害を与

えたとき」に限る旨を定めている（法第243条の２の２第１項後段）。 

     これらの点を踏まえ、ラベルシートの購入における危機管理総室次長の賠償責任に

ついて、故意又は重過失の有無の観点から検討する。 

     まず、市長の似顔絵・氏名をラベルシートに印刷した意図については、関係職員は、

陳述で「時間がない中で、高校生に本市の感染予防のメッセージをより伝わるように

するためには、どうすればいいか、どうすれば効果的であるかということを広報課と

一緒に模索をしました。そうした中で、感染予防を呼びかけるメッセージに市長名と

イラストを入れることで、よりインパクトがあるのではないか、より高校生へメッセ

ージが伝わりやすいのではないか、という考え」に至ったと述べている。危機管理総

室が効果的な周知を狙って市長の似顔絵・氏名を利用しようとしたこと自体は不自然

な発想ではなく、また、これにより、今後行われる可能性のある、市長が候補者にな

る選挙に影響を与えようとした意図があった証拠もないから、請求人が準備書面（２）

で展開しているような、売名行為という意図が背景にあったとする主張は失当であり、

危機管理総室次長には故意がなかったというべきである。 

     重過失については、「わずかの注意さえすれば上記事態を予測し、これを未然に防止

するための措置を講ずること」（最高裁平成19年（行ヒ）第215号平成20年11月27日第

一小法廷判決・集民229号269頁）が可能であった場合に認められるところ、本件業務

がたとえ公職選挙法に照らして妥当性を欠くものであったとしても、地方公共団体の

長が記念品を贈与する際に氏名の表示を差し控えるべきとする公職選挙法関係の解説

書や平成２年に発出された国の通知の内容を、日常選挙業務に従事していない職員が

把握することなく本件業務に従事したことは、やむを得なかったと認められる。さら

に、市の業務においては代表者たる市長の氏名を添えた重要なメッセージの発信が日

常的に行われていること、集中対策事業の実施が急を要するものであったことなどに
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鑑みれば、危機管理総室次長がわずかな注意を払えば政治的な意図を含むと誤解され

かねないマスクの配布を未然に防ぐことができたとは考えられず、重過失があるとま

ではいえない。 

    以上のことから、本件業務に関して生じた損害について、たとえ本件業務の中に財務

会計法規上の義務に違反すると評価され得るものが含まれていたとしても、市長及び権

限や責任を有する職員に賠償責任はないことから、請求人の主張には理由がない。 

 （５）結論 

    以上に述べたとおり、本件業務について請求人が主張する損害賠償責任を構成する要

素は認められず、したがって、市長及び権限や責任を有する職員に市の被った損害の補

塡のための必要な措置を講じることを求める本件請求には理由がないため、第１の監査

の結果のとおり判断するものである。 

静岡市監査公表第７号 

地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第242条第１項の規定により令和４

年３月８日に請求人から提出のあった静岡市職員措置請求について、監査した結果を同条第５

項の規定により次のとおり公表する。 

令和４年４月20日 

静岡市監査委員  遠 藤 正 方 

同     白 鳥 三和子 

同     大 村 一 雄 

同     佐 藤 成 子 

記 

第１ 監査の結果 

  本件請求については、合議により次のように決定した。 

  静岡市長と代表企業たるＣ株式会社並びに構成企業たるＤ株式会社、Ｅ株式会社、株式会
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社Ｆ及び株式会社Ｇとの間で締結された「城北公園整備・管理運営事業者募集事業基本協定

書」第５条第２項及び「城北公園整備・管理運営事業者募集事業変更基本協定書」第１項に

より、令和４年３月31日までに締結されると定められた実施協定の締結の差止めを求める本

件請求を棄却する。 

第２ 請求の内容 

１ 請求人の住所及び氏名 

（１）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ１ 

（２）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ２ 

（３）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ３ 

 （４）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ４ 

 （５）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ５ 

 （６）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ６ 

 （７）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ７ 

 （８）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ８ 

 （９）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ９ 

 （10）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ10 

 （11）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ11 

 （12）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ12 
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 （13）住所  静岡市駿河区 

    氏名  Ａ13 

 （14）住所  静岡市駿河区 

    氏名  Ａ14 

 （15）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ15 

 （16）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ16 

 （17）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ17 

 （18）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ18 

 （19）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ19 

 （20）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ20 

 （21）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ21 

 （22）住所  静岡市葵区 

    氏名  Ａ22 

２ 請求書が提出された日 

   令和４年３月８日 

３ 本件請求の要旨 

静岡市職員措置請求書及び請求人陳述の内容等を整理すると、請求は、大要、次のとお

りである。 

（１）城北公園Park-PFI事業に関し、静岡市長と代表企業Ｃ株式会社、構成企業Ｄ株式会社、

Ｅ株式会社、株式会社Ｆ及び株式会社Ｇとの間で、2021年４月１日付け「城北公園整備・

管理運営事業者募集事業基本協定書」及び同年６月30日付け「城北公園整備・管理運営

事業者募集事業変更基本協定書」が締結された。 

（２）静岡市市民参画の推進に関する条例第10条第１項第３号では、大規模な公の施設の設

置に係る基本的な計画の策定又は変更を行うときには、市民参画手続による市民意見の
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聴取により行わなければならないと規定されている。城北公園は、大規模な公の施設に

該当し、その変更を行うときには市民参画手続が必要となるが、その手続が事業計画立

案の段階において一切行われていない。 

 （３）市民参画の前提として、市民参画条例第６条第１項から第６項に市の責務が掲げられ

ているが、本件事業ではその責務は一切果たされていない。また、市民参画条例第11条

第１項に定められた実施計画の策定がなされておらず、そのため、市民参画条例第11条

第２項に定められた実施計画の公表や市民参画条例第12条第２項に定められた静岡市市

民自治推進審議会への報告等も行われていない。 

 （４）市は、市民参画条例の上位にある静岡市自治基本条例の目的、理念に基づいた市民参

画の手続を一切せず、条例をないがしろにして本件事業計画を策定し、議会の議決まで

経ているという条例無視の行政を行っており、本件事業は違法不当である。 

（５）本件事業では、ＡエリアとＢエリアを併せて、合計73台の駐車場設置が想定されてい

る。城北公園は、静岡市都市公園条例において地区公園（徒歩圏公園で駐車場設置義務

無し）と位置付けられているが、この駐車場は過大な規模であり、その位置付けから大

きく逸脱している。 

    また、公園を取り囲む歩道は、市民が散歩やランニングに利用しているが、市の設置

計画では、そこを横切って車を侵入させる形となっており、公園利用者の安全を著しく

脅かす設計となっている。 

（６）実施協定の締結により、本件事業が進められることにより、次のとおり違法不当な公

金の支出をなし、違法不当な財産の管理を行うことが相当の確実さで予測される。 

   ア 本件事業の実施に当たり、事業者に市有地を100円／㎡で貸すことで、市が年間250

万円の収入を得るとのことであるが、それは周辺地代の相場の１割程度の水準であり、

違法不当に低廉である。 

   イ Ｂエリアの駐車場の設置整備費用4,000万円は市の公金から支出されるが、根拠の無

い規模の駐車場の設置整備費用を支出することは違法不当である。 

   ウ 「公募設置等指針」において静岡市が負担する費用の上限額は3,000万円とされてい

るが、多額であり、違法不当である。 

 （７）本件事業の公募設置等計画及び投資、収支計画について、情報公開を公文書で求めて

いるが、市は一切の情報の公開を拒否している。公共性が高く地域住民が利用する公園

に係る大きな事業であるにもかかわらず、市が秘密裏に事業を実施することは著しく不

適切であり、公共の利益に背くものである。 
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 （８）よって、「城北公園整備・管理運営事業者募集事業基本協定書」第５条第２項及び「城

北公園整備・管理運営事業者募集事業変更基本協定書」第１項により、2022年３月31日

までに締結されると定められた実施協定の締結の差し止めを求めるものである。 

第３ 監査の結果を決定した理由 

１ 監査対象事項の決定 

住民監査請求は、住民からの請求に基づいて、地方公共団体の執行機関又は職員の行う

違法・不当な公金の支出等や怠る事実の発生を防止等し、又はこれらによって生ずる損害

の補塡を求めることなどを通じて、地方公共団体の財務の適正を確保し、住民全体の利益

を保護することを目的とする制度であることから、地方公共団体の執行機関又は職員のあ

らゆる行為を対象とするものではなく、その対象は、法第242条第１項に規定する違法若し

くは不当な「公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若し

くは債務その他の義務の負担」又は違法若しくは不当に「公金の賦課若しくは徴収若しく

は財産の管理を怠る事実」に限定されている。 

また、法第242条第１項に規定する「公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約

の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担」については、当該行為がなされる

ことが相当の確実さをもって予測される場合も含むとされている。 

これらの点を踏まえて本件請求の内容を見ると、請求人は、静岡市市民参画の推進に関

する条例（平成19年静岡市条例第12号。以下「市民参画条例」という。）に規定する市民参

画手続を行わずに、静岡市都市公園条例（平成15年静岡市条例第231号。以下「都市公園条

例」という。）による地区公園の位置付けに反する過大な駐車場が設置されることとなる城

北公園Park-PFI事業（以下「本件事業」という。）に係る実施協定を締結すること（「契約

の締結」）が違法不当であり、また、実施協定を締結することにより、違法不当な「公金の

支出」及び「財産の管理」を行うことが相当の確実さをもって予測されると主張している

ものと解されることから、住民監査請求の対象となる。 

 ２ 暫定的停止措置勧告 

   住民監査請求を受けた監査委員は、当該請求の対象となった財務会計行為が違法である

と思料するに足りる「相当な理由」や当該行為により当該普通地方公共団体に生ずる回復

の困難な損害を避けるため「緊急の必要」が認められ、かつ、その行為の停止によって公

共の福祉が著しく阻害されるおそれがない場合は、当該普通地方公共団体の長等に理由を
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付して手続が終了するまでの間当該行為を停止すべきことを勧告すること（暫定的停止措

置勧告）ができるとされている（法第242条第４項）。 

   ここにいう「相当な理由」については、「社会通念上客観的にみて合理的な場合をい

い、・・・相当程度具体的な証拠に基づいて違法であることが疎明されることは必要・・・

したがって、マスコミ等で指摘されているに過ぎない程度では、「相当な理由」があること

にはならないであろう」（松本英昭著「新版 逐条地方自治法＜第９次改訂版＞」学陽書房

（平成29年）1049頁）と解されており、本件請求をこれに当てはめて検討した結果、請求

段階で当該行為が違法であると思料するに足りる相当な理由が認められなかったことから、

暫定的停止措置勧告を行わないこととした。 

３ 監査の経過 

（１）令和４年３月９日、監査委員は、都市局都市計画部緑地政策課に対して、実施協定の

締結予定日についての質問を行った。これを受けて、令和４年３月11日、都市局都市計

画部緑地政策課は、その回答を提出した。 

（２）令和４年３月30日、監査委員は、法第242条第７項の規定により請求人の陳述の機会を

設けた。なお、この陳述には、同条第８項の規定により、立会人として関係職員である

都市局都市計画部緑化政策担当部長及び都市局都市計画部緑地政策課長が出席した。 

（３）同日、監査委員は、法第199条第８項及び「住民監査請求に係る証拠の提出及び陳述の

取扱基準」第６条の規定により都市局都市計画部緑化政策担当部長及び都市局都市計画

部緑地政策課長を関係職員として陳述の聴取を行った。なお、この陳述の聴取には、法

第242条第８項の規定により立会人として、請求人が出席した。 

（４）令和４年３月31日、監査委員は、都市局都市計画部緑地政策課に対して、関係職員の

陳述の内容に関する質問を行った。これを受けて、令和４年４月７日、都市計画部緑地

政策課は、公園施設の設置許可使用料等に関する回答を提出した。 

（５）令和４年４月４日、監査委員は、都市局都市計画部緑地政策課に対して、陳述の内容

に関する資料請求を行った。これを受けて、令和４年４月５日、都市局都市計画部緑地

政策課は、都市公園法の解説に関する資料を提出した。 

（６）令和４年４月７日、請求人は、関係職員の陳述に対する意見書及び追加資料を提出し

た。 

４ 監査委員の判断 
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   本件請求について、次のとおり判断する。 

（１）関係職員の陳述について 

    本件請求について、関係職員は、陳述においておおむね次のように説明している。 

   ① 本件事業は、平成29年の都市公園法（昭和31年法律第79号）改正により、都市公園

における民間資金を活用した新たな整備・管理手法として設けられた「公募設置管理

制度」を活用した事業である。 

   ② 城北公園は昭和55年に開園し、市民の憩いの場として親しまれているが、開園から

およそ40年が経過し、施設の老朽化や公園利用者用の駐車場がなくアクセスしづらい

などの課題を抱えている。その課題解決に向けて、新たに創設された「公募設置管理

制度」を活用し、限られた予算の中で城北公園の魅力向上を図ることを考え、官民連

携による公園の一部リニューアルを目指している。 

   ③ 本件事業における公募条件では、城北公園内の麻機街道側を事業区域とし、区域を

ＡエリアとＢエリアに分けて、Ａエリアには、事業者が民設民営でカフェ等の便益施

設を公募対象公園施設として設置するほか、事業者が提案する園路等の特定公園施設

を整備し、Ｂエリアには、48台以上の駐車場を特定公園施設として整備する。なお、

駐車場の整備については、事業区域や事業区域外において現況を活かした整備を条件

に追加の設置を認めることとしている。 

     事業者は、両施設を整備した後に、公募対象公園施設を自ら所有しカフェ等を運営

するが、園路等や駐車場の特定公園施設については、市に譲渡し、事業者が両施設を

一体的に管理運営する。なお、特定公園施設の整備費用は、市が上限額を3,000万円と

定めて一部を負担するほか、公募対象公園施設の運営で見込まれる収益等により賄う

こととしている。 

   ④ 令和２年12月に事業提案の公募を開始した結果、３事業者から提案があり、令和３

年３月、城北公園Park-PFI事業者選定委員会による審査を経て実施予定者を選定した。 

     令和３年４月１日に本件事業に関する基本的な事項を定めた「城北公園整備・管理

運営事業者募集事業基本協定書」（以下「基本協定書」という。）を実施予定者と締結

し、その中で、本件事業の実施に向けての協議及び認定を経て、事業実施条件や実施

予定者の権利・義務を定めた「実施協定」を締結するものとしている。実施協定は、

当初の計画では令和３年７月31日までに締結するものとしていたが、同年６月30日に

基本協定書の一部を変更し、その期限を令和４年３月31日までに延長し、さらに、令
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和４年２月28日には、その期限を令和５年３月31日に再延長する変更基本協定書を締

結しており、現時点で実施協定の締結は行っていない。 

   ⑤ 市民参画条例第10条では、「大規模な公の施設の設置に係る基本的な計画の策定又は

変更を行うとき」には、市民参画手続を実施することが義務付けられているが、「大規

模な公の施設」とは、「静岡市市民参画の推進に関する条例解説書」（以下「解説書」

という。）において、総事業費がおおむね10億円以上又はその建設費がおおむね３億円

以上の公の施設をいうとされている。また、「基本的な計画」については、公の施設や

大幅な改修をする場合の基本構想や基本計画などの建設計画をいうとされている。 

   ⑥ 本件事業は市の負担額の上限額を3,000万円とする事業であることから、「大規模な

公の施設」には当たらず、また、「基本的な計画」にも該当しないため、市民参画条例

における市民参画手続が義務付けられるというものではない。 

   ⑦ 本件事業は条例上の市民参画手続の実施は義務付けられていないものの、平成28年

度に城北公園を含む代表的な公園の課題把握のため、市民参画条例に基づく市民ワー

クショップを３回開催した。それに加え、平成30年度に実施した公園整備に対する市

民意識調査や、令和２年２月に実施した城北公園の利用者を対象としたアンケートを

通して公園利用者等の意見聴取を行うとともに、令和２年３月の市長定例記者会見の

ほか、報道機関への情報提供や市ホームページの掲載により情報発信に努めてきた。 

   ⑧ また、基本協定書の締結後においても、公園利用者や地域住民を対象とした事業説

明会の開催や安東地区全ての自治会に本件事業に関する資料の回覧の依頼、城北公園

に仮設掲示板を設置することによる情報発信など、住民への情報発信に努めるともに、

市民の意見を広く聴取する環境を整えてきた。 

   ⑨ 以上のことから、市民参画条例の基本理念を踏まえて事業が進められているととも

に、市の責務についても、地域住民を対象とする積極的な情報発信と市民からの意見

聴取により十分に果たしているといえることから、市民参画条例に違反しているとい

う請求人の主張には理由がないと考える。 

   ⑩ 城北公園は、都市公園条例第２条の４第１項第３号に規定する「主として徒歩圏域

内に居住する者の利用に供することを目的とする公園」として位置付けられているこ

とから、利用者に徒歩圏域の住民が相当数含まれることは想定できるが、城北公園を

含む全ての都市公園は、都市公園法に基づき一般公共の利用に供することを目的とし

て設置される施設であって、誰でも利用できる施設であり、公園の利用者を一定の区

域に限定する考え方はない。 
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   ⑪ 都市公園条例では、公園の配置及び規模の基準を定めているが、駐車場設置に関す

る基準は定めておらず、駐車場は都市公園法において便益施設としての設置が認めら

れていることから、城北公園に駐車場を設置してはならないということはない。 

   ⑫ 駐車場の設置台数の算定に当たっては、国土交通省が７年に１度実施する「都市公

園利用実態調査」の直近のデータを使用し、地区公園の平均利用者数と滞在時間、自

家用車による利用率などから算定している。 

     また、公園利用者の安全対策として、事業者において駐車場出入口に満車空車表示

看板、出庫灯、カーブミラーの設置が計画されているほか、交通渋滞が想定される場

合の交通誘導員の配置などが検討されている。 

   ⑬ 事業者は施設整備後、都市公園法第５条第１項の規定による許可を受けた上で公募

対象公園施設を管理運営することとなるが、都市公園法による公募設置管理制度にお

いて、設置に係る使用料は、「条例で定める額を下回ってはならないものとする」と定

められている。都市公園条例では、公園施設を設置する場合の使用料を月当たり・１

平方メートル当たり44円以上と定めているが、本件事業では、公園施設設置に係る使

用料を月当たり・１平方メートル当たり100円以上としており、この金額は条例の金額

を上回っていることから、適法なものであるといえる。 

   ⑭ 本件事業で整備予定の駐車場の規模は適正であると考えられ、事業者から市に譲渡

されることになる駐車場等の整備に対する市の負担額は、事業者の最終的な計画内容

とその整備の内訳を精査した上で決定する。今後、事業者の施設整備費が適正である

ことを確認した上で公金を支出することになるため、請求の主張には理由がないと考

える。 

   ⑮ 以上のことから、今後、実施協定が締結されたとしても、それによって事業者に対

して違法不当に低廉な使用料をもって市有地が貸し付けられることはなく、駐車場の

整備を含む本件事業で違法不当な公金の支出が生じるおそれはないと考えられるため、

違法又は不当な公金の支出及び財産の管理が相当の確実さで予測されるとする請求人

の主張には理由がなく、実施協定の締結の差し止めを求めることについても同様に理

由がないものと考える。 

 （２）請求人の主張の区分 

    請求人の主張は多岐にわたるが、本件業務に係る実施協定の締結の違法不当を指摘す

る部分を次の４点に区分して、検討を進める。 

   ア 本件事業は、市民参画条例に規定する市民参画手続が一切行われておらず、同条例
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に違反するものであるとする部分 

   イ 城北公園が徒歩圏域内の居住者の利用に供することを主目的とする駐車場の設置義

務のない公園であるにもかかわらず、48台を超える過大な駐車場を設置することは、

都市公園条例による地区公園の位置付けに反するものであり、駐車場の設計も公園利

用者の安全を脅かすものになっているとする部分 

ウ 2,100平方メートルの土地を１平方メートル当たり100円で貸すことは、周辺地代相

場と比較し、違法不当に低廉であるとする部分 

   エ 静岡市が負担する費用は、上限額3,000万円とされており、多額に上る恐れがあり、

違法不当な支出となるとする部分 

    以下、請求人の主張する４点の違法性・不当性について、順に検討する。 

 （３）実施協定の締結の違法性・不当性 

   ア 市民参画手続に違法性・不当性があるとする点 

     市民参画手続を実施していないという主張については、実施協定の締結そのものの

違法性・不当性を指摘するものではなく、協定を締結する原因となった本事業を実施

することを決定した過程に市民参画条例違反という違法不当な点があると指摘するも

のと解する。最高裁判所は、原因行為の違法性を理由として後行する財務会計上の行

為を行った職員の責任を問うことができる場合について、「たといこれに先行する原因

行為に違法事由が存する場合であっても、右原因行為を前提としてされた当該職員の

行為自体が財務会計法規上の義務に違反する違法なものであるときに限られると解す

るのが相当である。」（最高裁昭和61年（行ツ）133号平成４年12月15日第三小法廷判決・

民集第46巻９号2753頁）と判示しており、その趣旨について、「原因行為に違法事由が

あるのに、それを取り消す等の是正措置をとることなく、財務会計行為に及べば誠実

執行義務等の財務会計法規上の義務に違反し、違法な財務会計行為になる」と解説さ

れている（伴義聖・大塚康男共著「実務 住民訴訟」株式会社ぎょうせい（平成９年）

118頁）。この判例の趣旨に鑑みると、本件においては、市民参画手続が行われていな

いという条例違反があるとしたら、本件業務に係る実施協定の締結に関し権限を有す

る職員が、その是正措置をとることなく漫然と実施協定を締結すれば、事務を誠実に

執行する義務（法第138条の２）に違反し、違法な財務会計行為となり、そのような場

合には、実施協定の締結の差止めをするべきと解されることから、本件業務の実施に

ついて決定する過程に市民参画条例に反する点があるかどうかを検討する。 

   （ア）市民参画条例における市民参画手続 
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      市民参画条例は、静岡市自治基本条例（平成17年静岡市条例第１号）の目的及び

理念に基づいて市民の市民参画を推進することで市民自治によるまちづくりに寄与

することを目的に制定されたもので、市民参画手続の方法を定める規定（第７条第

２項）のほか、静岡市自治基本条例第21条に規定する市民意見聴取を市民参画手続

により行わなければならない場合に関する規定（第10条）などが定められている。

これらの規定の解釈の指針として市が設けている解説書には、市民参画手続を行わ

なければならないこととされている類型のひとつである「大規模な公の施設の設置

に係る基本的な計画の策定又は変更を行うとき」（市民参画条例第10条第１項第３

号）について、「大規模な公の施設」とは総事業費（建設費、用地取得費などの設置

に係る総経費）がおおむね10億円以上又は建設費（調査設計費、工事費等）がおお

むね３億円以上の公の施設を指すことが、「基本的な計画」とは公の施設の新設や大

幅な改修をする場合の基本構想や基本計画などの建設計画を指すことが、それぞれ

示されている。 

   （イ）本件事業の状況 

      本件事業で、市は、公募対象公園施設の周辺に設置することで公園施設の利便性

が一層向上する特定公園施設である駐車場の整備費用に限り、3,000万円を上限に負

担することとなっており、上記の市の負担以外の整備費用は民間資金を活用するこ

ととなっている。 

   （ウ）本件事業と市民参画条例の関係に関する関係職員の見解 

      陳述において関係職員に本件事業の実施に当たって市民参画条例の規定に基づく

市民参画手続が必要となるのかを確認したところ、関係職員は市負担額の上限が

3,000万円であることを理由に本件事業は市民参画条例第10条にいう「大規模な」も

のとは認められないから、本件事業における市民参画手続は同条例に義務付けられ

てはいないとの見解を示した。また、市民参画手続の必要性は、市の限られた財源

から多額の投資をする場合、その財源を有効に活用するために市民参画が必要であ

ることに求められるから、大規模な公の施設の判断基準である総事業費の額などは、

民間資金の活用部分を除外した額で判断すべきであるとの見解も示した。 

   （エ）監査委員の判断 

      請求人は「大規模な公の施設」であるか否かはこれまでに当該施設の整備に要し

た総額で判断するべきであると主張するものと解するが、「大規模な公の施設の設置

に係る基本的な計画の策定又は変更を行うとき」に市民参画手続を義務付けること
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としている理由が、「限られた財源からの多額な投入があるため、その財源を有効に

活用」（前掲解説書）することにあり、多額とする基準が上述のとおりであるとして

市民参画条例が運用されているのであれば、市の負担額3,000万円を総事業費とする

本件事業は同条例第10条により市民参画手続の義務が課されるものではないという

関係職員の説明に首肯せざるを得ない。 

      また、平成28年度に実施した市民ワークショップなど、市民参画条例の規定に沿

った市民参画手続が行われており、それ以外にも平成30年度に公園整備に対する市

民意識調査、令和２年２月に城北公園の利用者を対象としたアンケート、基本協定

締結後の地域住民への事業説明会を実施しているとのことであれば、その市民ワー

クショップ自体に公募設置管理制度を活用することまではうたっていないとしても、

城北公園を含む市を代表する公園の課題や市民の意向を確認していることがうかが

えることから、市民参画手続を一切行っていないことを理由として違法不当である

ということはできない。 

したがって、市民参画条例に反するような違法不当な点は認められず、実施協定

を締結することが違法な財務会計行為となることはないため、実施協定の締結を差

し止める理由はない。 

   イ 駐車場の設置が公園の位置付けに反するとする点 

     請求人が、過大な駐車場設置が都市公園条例の地区公園（徒歩圏公園）の位置付け

から大きく逸脱しており、また、駐車場の設置が公園利用者の安全を著しく脅かすも

のになっていると主張していると解される部分についても、実施協定の締結そのもの

の違法不当を指摘するものではなく、その原因又は前提となる駐車場の規模等の決定

過程や設計に関し都市公園条例違反という違法不当な点があると指摘するものと解す

る。アの場合と同様に、都市公園条例違反があるとしたら、本件業務に係る実施協定

の締結に関し権限を有する職員が、その是正措置をとることなく漫然と実施協定を締

結すれば、事務を誠実に執行する義務（法第138条の２）に違反し、違法な財務会計行

為となり、そのような場合には、実施協定の締結の差止めをするべきと解されること

から、駐車場の規模等の決定過程や設計に関し、都市公園条例に反する点があるかど

うかを検討する。 

   （ア）法令上の位置付け 

      都市公園における駐車場は、都市公園法上、都市公園の効用を全うするため当該

都市公園に設けられる施設として「公園施設」に位置付けられている（同法第２条
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第２項第７号）。なお、都市公園に設ける駐車場の規模や設計については、都市公園

法をはじめとする法令のほか、本市の例規においても、これを規定し、又は、これ

に制限を加える規定はない。 

           また、都市公園は「公共の福祉の増進に資すること」（都市公園法第１条）を目的

に設置されることとされており、本市に所在する都市公園は静岡市都市公園見直し

ガイドライン（平成25年11月策定）で内容に応じた分類がされ、これによれば城北

公園は住区基幹公園のうちの地区公園（主として徒歩圏域内に居住する者の利用に

供することを目的とする公園）に区分されている。 

   （イ）駐車場に関する関係職員の見解 

      関係職員によれば、駐車場の規模（駐車台数）は国土交通省の実施する「都市公

園利用実態調査」の結果に準拠して決定しており、平均利用者数や自家用車による

利用率などを参照しているとのことであった。また、この手法は全国的に見ても用

いられており、本市においても公園に駐車場を整備する場合は同様の方法によって

いるとのことであった。 

      また、安全面においては、事業者において駐車場出入口に満車空車表示看板、出

庫灯、カーブミラーの設置が計画されているほか、交通渋滞が想定される場合の交

通誘導員の配置などが検討されているとのことであった。 

   （ウ）監査委員の判断 

      まず、本件事業に伴い城北公園に駐車場を設置することに関していえば、上述の

とおり、駐車場に都市公園法上「公園施設」という位置付けがある以上、都市公園

内に駐車場を設置すること自体は同法の予定しているところであり、その規模や設

計に関しては、特段、法令などに規定がない以上、公園管理者（本件に照らせば静

岡市長）の合理的な裁量に委ねられているものと解するのが相当である。また、城

北公園の主たる目的が徒歩圏域内に居住する者の利用に供することであること自体

は市のガイドラインからも明らかであるが、都市公園法が都市公園を公共の福祉の

増進を目的に設置するものであるとしていること、さらには、都市公園が法第244

条に規定する公の施設であることを踏まえると、徒歩圏域外の者であっても同公園

の整備による利益を享受することができるものと解すべきである。 

      これらの点を踏まえると、まず、駐車場を設置することについては法令に抵触す

るものではなく、徒歩圏域外の者の利用に供する施設を設けることも特段合理性を

欠く点はない。さらに、規模の決定に当たって全国的に採用されている手法を用い



号  外          静 岡 市 報        令和４年４月20日

25 

ていることについて不合理な点もなく、安全面についても相当程度の配慮がなされ

ていることが確認できたことから、駐車場の設置について違法不当というべき事情

は見当たらない。したがって、都市公園条例に反するような違法不当な点は認めら

れず、実施協定を締結することが違法な財務会計行為となることはないため、実施

協定の締結を差し止める理由はない。 

   ウ 土地の賃貸料が低廉であるとする点 

     請求人は、市が「城北公園整備・管理運営事業者募集事業 公募設置等指針」（以下

「公募設置等指針」という。）で公募対象公園施設の設置許可使用料の月当たり・１平

方メートル当たりの単価の最低額（以下「単価最低額」という。）を100円に設定して

いることについて、周辺地代の相場などに照らせば単価最低額は1,000円程度が相当で

あり、その１割程度に過ぎない低廉な額を市が設定したことは違法不当であると主張

しているが、このことについて、以下のとおり検討する。 

   （ア）都市公園法及び都市公園条例の規定 

      まず、公募設置管理制度における使用料に関する法令及び例規の規定を確認する。

上述の公募設置等指針は、市が都市公園法第５条の２の規定に基づいて策定したも

のであり、当該指針で設定する単価最低額は同条第４項の規定により条例で定める

額を下回ってはならないこととされている。ここにいう条例の規定として、本市で

は、都市公園条例別表第２中「２ 公園施設を設置する場合」の表において、公園

施設を設置する場合の月当たり・１平方メートル当たりの使用料を、営利を目的と

するものとその他のものの区分に応じて、前者は44円以上と、後者は44円と、それ

ぞれ定めている。 

   （イ）本件事業での設置許可使用料単価の設定 

      監査委員が陳述の後に改めて単価最低額を100円に設定した根拠を関係職員に確

認したところ、上記都市公園条例別表の営利を目的とするものの区分を前提とした

検討を進めつつ、施設計画と使用料を併せて民間事業者に提案させる本件事業の事

情を考慮する必要があったこと、多数の民間事業者に参入を求めたかったことなど

から、事前に実施したサウンディング調査で提示された使用料の中の最低額であっ

た100円を単価最低額として採用したとのことであった。 

   （ウ）監査委員の判断 

      請求人の主張には、単価最低額に周辺地代との間で不均衡が生じていることが妥

当性を欠くとする前提があるが、後述するような本件事業の特殊性は使用料の設定
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に当たって当然に考慮されるべき要素である。 

      本件事業においては、事業者に対して公募対象公園施設や特定公園施設などの設

置・維持管理経費の負担を求めている。これらの費用のうち、特定公園施設につい

ては、本来であれば市が支出するべきところ、公募設置管理制度により民間資金を

活用するもので、賃借料以外の利益を享受することができるなどの点において本件

事業には特殊性があり、市の立場は、近隣の土地で営利事業を営む民間事業者とは

異なる背景を有している。このような事情を踏まえると、市が、幅広い多数の事業

者の参入による競争を促すことにより市民に良質なサービスを提供するために、サ

ウンディング調査を実施し、前述した費用の負担及び公募対象施設から得られる収

益等を勘案して経営の維持の観点から支払うことができると事業者が述べた金額を

参考として使用料を設定したことは、特段、不自然なことではない。 

      そうすると、請求人の主張は前提を欠き、市の主張には首肯する点があることか

ら、単価最低額の設定方法が著しく不適当であるとはいえず、この部分について、

請求人が主張するような違法・不当な財産管理と評価すべき点は見当たらない。し

たがって、実施協定の締結を差し止める理由はない。 

   エ 市の負担する費用の上限が多額であるとする点 

     次に、本件事業において、駐車場の設置整備費用4,000万円が公金から支出されるこ

と、市が負担する費用の上限額が3,000万円と多額であることが違法不当であるとの請

求人の主張について検討する。 

     この点について、まず、4,000万円という金額は、請求人は事業説明会に出席した際

に事業に要する経費として口頭で聞いたものであると主張し、これに対し、関係職員

はこの金額については事業設計上、思い当たるところのない金額であるとのことであ

った。また、3,000万円の上限額については、市が公募設置等指針で定めている48台分

の駐車場の整備を従来どおり工事発注した場合の所要額を用いた額であるとのことで

あった。 

     本件事業で活用している公募設置管理制度は、収益施設を整備する民間事業者の資

金を駐車場や園路などの特定公園施設の整備にも活用することで公園利用者の利便の

向上と公園管理者である市の財政負担の軽減の両立を図る制度である。都市公園法上、

特定公園施設の建設に要する費用の負担の方法については公募設置等指針にこれを定

めることとされている（同法第５条の２第２項第５号）が、多種多様な民間事業者と

の連携を前提としているこの制度の趣旨からも、公費負担の額や割合の決定には、市
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長の合理的な裁量に委ねられている部分があると解するのが妥当である。当該裁量は、

全くの自由裁量ではなく、客観的に合理的な理由が存在することが必要であると解さ

れるところ、市が従来どおり工事発注した場合の所要額を上限額として設定すること

は合理的であり、市長が裁量権の範囲の逸脱又はその濫用若しくは不合理な行使をし

ているとは認められないことから、この部分においても、請求人が主張する違法・不

当な公金支出を行うことが相当の確実さをもって予測されると評価すべき点は見当た

らない。したがって、実施協定を差し止める理由はない。 

 （４）結論 

以上に述べたとおり、市民参画条例に規定する市民参画手続を行わずに本件事業に係

る実施協定を締結し、それに伴って都市公園条例による地区公園の位置付けに反する過

大な駐車場が設置されることが違法不当であり、実施協定を締結することにより、違法

不当な公金の支出及び財産の管理を行うことが相当の確実さをもって予測されるという

ことは認められず、したがって、実施協定の締結の差止めを求める本件請求は理由がな

いため、第１の監査の結果のとおり判断するものである。 

    なお、請求人の主張の中には、自身の行った情報公開請求に対して市が非公開決定を

したことは不適切であり、これに対する何らかの措置を講じることを求めているかのよ

うに解される部分も含まれていたが、当該非公開決定に対する不服は、住民監査請求の

対象たる財務会計上の行為に当たらないことは明らかである。 


